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第39回定時株主総会招集ご通知に関しての

インターネット開示事項

計算書類の個別注記表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

株式会社オービックビジネスコンサルタント

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ

イト（https://www.obc.co.jp）に掲載することにより、株主の皆様に提供し

ているものであります。

表紙
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　投資事業有限責任組合等に対する出資金

当該投資事業有限責任組合等の直近の事業年度における純資

産の当社持分割合で評価

その他

移動平均法による原価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法によっております。ただし、平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　３～15年

車両運搬具　４～６年

器具及び備品４～20年

②　少額減価償却資産　　　　　　取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について

は、３年間で均等償却しております。

③　無形固定資産　　　　　　　　ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利

用可能期間（５年）による定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時に一括して費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用処理しております。

－ 1 －
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．会計上の見積りの変更に関する注記
該当事項はありません。

５．誤謬の訂正に関する注記
該当事項はありません。

６．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,008,525千円

(2) 関係会社に対する金銭債権 短 期 金 銭 債 権 232千円

(3) 関係会社に対する金銭債務 短 期 金 銭 債 務 8,167千円

７．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高 売 　 上 　 高 2,119千円

売 上 原 価 71,541千円

販売費及び一般管理費 1,237千円

－ 2 －

個別注記表
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８．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 40,352千株 －千株 －千株 40,352千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,769千株 0千株 －千株 2,769千株

（注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加47株であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成29年６月26日開催の第38回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,315,373千円

・１株当たり配当額 35円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月27日

ロ．平成29年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,503,282千円

・１株当たり配当額 40円

・基準日 平成29年９月30日

・効力発生日 平成29年11月24日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

平成30年６月25日開催の第39回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 1,503,282千円

・１株当たり配当額 40円

・基準日 平成30年３月31日

・効力発生日 平成30年６月26日

(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

９．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

　　　余資の運用については、安全性、流動性及び収益性等の各種要素を総合的に考慮した上で、金

融商品を選定する方針を採っております。

　②　金融商品の内容及びそのリスク

　　　営業債権である受取手形、売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　　　投資有価証券は、主に配当収入を期待する投資有価証券の運用ですが、市場価格及び為替の変

動リスクに晒されております。

　　　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

－ 3 －
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　③　金融商品に係るリスク管理体制

　　・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、販売管理規程及び売掛債権管理に関しての内規に従い、営業部門並

びに管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残

高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　　平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（（注）２.参照）

貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 87,123,504 87,123,504 －

(2）受取手形 1,599,020

(3）売掛金 6,579,912

(4）未収入金 5,928

　  　貸倒引当金（※１） △13,077

　 　 受取手形、売掛金及び未

収入金（純額）
8,171,785 8,171,785 －

(5）投資有価証券 25,076,729 25,076,729 －

(6）長期未収入金 67,680

　　　貸倒引当金（※２） △67,680

－ － －

資産計 120,372,019 120,372,019 －

(1）買掛金 243,543 243,543 －

(2）未払金 499,224 499,224 －

(3）未払法人税等 2,231,917 2,231,917 －

(4）未払消費税等 217,387 217,387 －

負債計 3,192,073 3,192,073 －

※１　受取手形、売掛金及び未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。

※２　長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

－ 4 －

個別注記表
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(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及び投資有価証券に関する事項

　　　資産

　　（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金、（4）未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　　（5）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又

は取引金融機関等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、以下のとおりです。

①子会社株式及び関連会社株式

　関係会社株式（貸借対照表計上額16,093千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

②その他有価証券

種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

(1）株式 3,880,303 831,715 3,048,587

(2）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 21,196,426 10,409,990 10,786,435

小計 25,076,729 11,241,706 13,835,023

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 － － －

(2）債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 25,076,729 11,241,706 13,835,023

(注）非上場株式（貸借対照表計上額　385,629千円）及び投資事業有限責任組合等の出資金（貸借対照

表計上額　727,585千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

－ 5 －
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③当事業年度中に売却したその他有価証券

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）

売却損の合計額

（千円）

（1）株式

（2）債券

　　①国債・地方債等

　　②社債

　　③その他

（3）その他

－

－

－

－

1,835

－

－

－

－

－

－

－

－

－

228

　合計 1,835 － 228

④減損処理を行った有価証券

　該当事項はありません。

(6）長期未収入金

長期未収入金の時価の算定は、個別の回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金と

して控除した金額によっております。

　　　負債

　　（1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　　 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 385,629

投資事業有限責任組合 727,585

関係会社株式 16,093

(注）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(2)金融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。

　　 ３．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

 現金及び預金 87,123,504 － － －

 受取手形 1,599,020 － － －

 売掛金 6,579,912 － － －

 未収入金 5,928 － － －

 長期未収入金 － 67,680 － －

　合計 95,308,367 67,680 － －

－ 6 －
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10．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動資産：

繰延税金資産

未払事業税否認額 141,850千円

未払費用否認 152,954千円

貸倒引当金繰入限度超過額 4,896千円

その他 4,944千円

繰延税金資産計 304,645千円

繰延税金資産の純額 304,645千円

固定資産：

繰延税金資産

会員権評価損否認額 39,476千円

退職給付引当金繰入超過額 505,294千円

投資有価証券売却益 527,152千円

投資有価証券評価益 554,640千円

投資有価証券評価損否認 388,533千円

その他 308,058千円

繰延税金資産計 2,323,155千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 4,227,839千円

繰延税金負債計 4,227,839千円

繰延税金負債の純額 1,904,683千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.90％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.45％

住民税均等割 0.18％

過年度法人税等 △1.36％

法人税額の特別控除額 △2.29％

外国税額控除 △1.27％

その他 0.22％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.83％

－ 7 －
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11．持分法損益等に関する注記
当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会

社であるため、記載を省略しております。

12．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類
会社等の
名 称

資 本 金 又 は
出資金(千円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

その他の
関係会社

㈱オービッ
ク

19,178,800

コンピュータ
のシステムイ
ンテグレーシ
ョ ン 事 業 、
システムサポ
ー ト 事 業

(被所有)

直接

36.2％

兼任３人

当社ソフ
トウェア
プロダク
トの販売

営業取引 712 売掛金 －

(2) 兄弟会社等

種 類
会社等の
名 称

資 本 金 又 は
出資金(千円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

その他の
関係会社
の子会社

㈱オービック
オフィスオー
トメーション

320,000
ＯＡ関連機器
の 販 売 及 び
消耗品の販売

－ 兼任４人

当社ソフ
トウェア
プロダク
トの販売

営業取引 2,337,659 売掛金 1,194,084

（注）１．上記(1)及び(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方法等

市場の動向及び実勢価格を勘案して毎期価格交渉の上で決定しております。

13．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,800円93銭

(2) １株当たり当期純利益 217円45銭

14．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

15．その他の注記
(1) 退職給付に関する注記

①　採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。

なお、退職金一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一

時金を支給します。

また、平成29年４月１日付で当社は、退職一時金制度を最終給与比例方式から、従業員の勤続年

数や役職等に応じて付与されるポイントに基づいて給付額が計算されるポイント制に移行してお

ります。
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②　確定給付制度

イ．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,284,880千円

勤務費用 298,715千円

利息費用 6,742千円

数理計算上の差異の発生額 △43,288千円

退職給付の支払額 △41,799千円

退職給付債務の期末残高 1,505,249千円

ロ．退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務 1,505,249千円

未積立退職給付債務 1,505,249千円

未認識数理計算上の差異 －千円

未認識過去勤務費用 146,040千円

退職給付引当金 1,651,289千円

ハ．退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 298,715千円

利息費用 6,742千円

数理計算上の差異の費用処理額 △43,288千円

過去勤務費用の費用処理額 △36,510千円

確定給付制度に係る退職給付費用 225,658千円

ニ．数理計算上の計算基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分 給付算定式基準

割引率 0.4％（加重平均で表しております。）

(2) 資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

①　当該資産除去債務の概要

本社及び支店等の不動産賃貸借契約書に伴う原状回復義務等であります。

②　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から５～15年と見積り、割引率は国債流通利回りを使用して資産除去債務

の金額を計算しております。

③　当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 123,581千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 40,997千円

時の経過による調整額 1,143千円

資産除去債務の履行による減少額 △20,522千円

その他増減額（△は減少） －千円

期末残高 145,200千円
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